講座17
週休日・休日・休暇関係の概要

１．週休日

○　「勤務を要しない日」を労基法の規定の趣旨を考慮して「週休日」と改称

「週休日」とは本来、勤務義務を課されていない日＝勤務から解放された自由な暦日１日とされ、労働基準法第35条の休日にあたるもの。

【参考－週休２日制の歴史】

	・1981（昭和56）年３月29日　国家公務員の４週１回交替半休制（４週間平均１週43時間）が土曜閉庁を伴わず実施。

※　その後４週２回交替半休制（４週間平均１週42時間）に運用を拡大。

・1988（昭和63）年４月17日　国家公務員の土曜閉庁方式による４週６級制を試行。

・1989（平成元）年１月14日　 国家公務員の土曜閉庁方式による４週６級制が本格実施。

・1992（平成４）年５月２日　　国家公務員に完全週休２日制が導入。

　※　自治体においては、早いところで1992（平成４）年7月から完全週休２日制が導入。

　　北海道においては８月15日からスタートした。

◎　公務員の完全週休２日制は民間企業を先導する形で実施されたことに意義があった。

　公立学校にあっては、2002（平成14）年４月から、学校週５日制が実施された。


（１）週休日の意義

　①　週休日は１暦日24時間与えられなければならない。－暦日主義で付与すること。

【交替制勤務における週休日付与の特例】

	病院の病棟勤務看護師や社会福祉収容施設の保育士、２４時間体制で対応する老人ホームの介護士等において、三交替連続勤務のような場合には、①交替制によることが就業規則などに定められており、②各グループの交替が規則的に定められているものであって、勤務割表等によりその都度設定されるものではないという要件に該当するときに限り、継続24時間を与えれば差し支えないものとして取り扱われている。


　②　週休日は特定すべきである
　　労基法では週休日については、例外規定として「４週間を通じ４日以上」とすることを認めているが、いつに特定しなければならないとは規定しておらず、使用者に委ねている。

行政実例にあっては、「具体的に一定の日を定める方法を規定するよう指導されたい」としている。

　　国およびすべての地方自治体においては、原則として労基法上の職員の週休日を「日曜日」に特定している。

（２）週休制の原則と週休２日制の原則

　①　労基法の週休制の原則
　　　「７日に１日の休み」

　　　※　厳格な週休制ができない場合は、変形休日制として「４週間を通じ４日以上」確保すること。

　　　※　特定の４週間に４日の週休日があればよい。

　②　条例による週休制の原則

　　法定週休日（＝日曜日）と法定外週休日（＝土曜日）

　　ア）法定週休日は１週間に１日または４週間に４日は設けなければならない。

　　イ）法定週休日に勤務を命ずる場合は３６協定の締結が必要（法定外週休日は必要なし）

　　ウ）法定週休日に勤務した場合は、３５％の割増賃金率（法定外休日は割増賃金はなし）

　　とした違いはあるが、法定週休日とそれ以外を区別することは職員の実態からは意味はなく、最終的に週38時間45分を超えれば必然的に法定外週休日でも３６協定が必要となるし、また、割増賃金率は国家公務員の制度にならって、一律３５％の割増率を設定しているのが現状である。
　③　変則勤務における週休日を設定するにあたっての原則
　　旧自治省規則

　〔公務の運営上の事情により－職務の性質により－特別の形態によって勤務する必要のある職員について〕

　　ⅰ）週休日は、４週間ごとの期間につき８日の週休日を設けること

　　ⅱ）勤務日が引き続き12日を超えないこと

　　ⅲ）１回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないこと

　〔職務の特殊性から４週間ごとの期間につき８日の週休日を設けることが困難である職員について〕
　　ⅰ）週休日が毎４週間につき４日以上となるようにすること

　　ⅱ）勤務日が引き続き12日を超えないこと

　　ⅲ）１回の勤務に割り振られる勤務時間が15時間30分を超えないこと

　　この他に

　　ア）平等取扱いの原則

　　イ）定期制の原則

　　ウ）連続性の原則

　　エ）勤務命令禁止の原則

（３）週休日の振替または変更

　①　週休日の振替の定義
　　週休日の振替とは、あらかじめ週休日と定められた日を正規の勤務時間の割り振られた日とし、その代わりに他の勤務日を週休日に変更すること。

　　

	週休日の振替は、１日もしくは４時間単位で、勤務することを命じる必要がある日を起算日として４週間前の日から、当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間に振り替えるものとする。


　②　週休日の振替の要件
　　ア）週休日の振替は、条例・規則等で名文をもって規定しておかなければならない。

　　イ）週休日の振替は、あらかじめ週休日とされている日には代替性のきかない事業を執行する場合でなければならない。

　　ウ）週休日の振替は事前に行わなければならない。

　　エ）週休日の振替は、直近の日とすることが好ましい。

　　　〔日曜日の勤務により、週休日を水曜日に振り替える〕
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	勤務

時間
	7:45
	7:45
	7:45
	
	7:45
	7:45
	
	38:45


　　●－週休日の勤務　　　◎－週休日の振替　　　○－週休日

〔土曜日の勤務により、週休日を翌週の火曜日に振り替える〕
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	7:45
	7:45
	7:45
	7:45
	7:45
	7:45
	46:30
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	7:45
	7:45
	7:45
	31:00


　　●－週休日の勤務　　　◎－週休日の振替　　　○－週休日

※　この場合、週休日である土曜日に勤務を行った結果、週休日を振り替えても、その週は38時間45分を超えてしまうので、超えた時間数について25/100の割り増し賃金を支払わなければならない。

　　オ）週休日の振替は、週休日に振り返られる要勤務日の勤務時間以上の勤務を命ずる場合でなければならない。

　③　留意事項

週休日における４時間の勤務について振替を行うこととした場合、休日数の確保につながらないことについて、留意が必要。

※　資料「週休日の振替を行った際の時間外勤務手当措置の考え方」参照のこと。

２．休憩時間

（１）休憩時間の定義

休憩時間とは、職員が勤務時間の途中において、勤務から解放され、自己の時間として自由に利用することが保障されている勤務義務の課されていない時間

（２）休憩時間の３原則

　①　途中付与の原則

　②　一斉付与の原則

　③　自由利用の原則

（３）休憩時間の長さと付与時限

　①　勤務時間の長さ

ア）国家公務員

勤務時間法第六条第二項の規定により一日につき７時間45分の勤務時間を割り振る場合にあっては60分（各省各庁の長が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認める場合は、45分）、それ以外の場合にあっては30分以上とすること。

イ）北海道の場合

　６時間を超える場合は少なくとも１時間の休憩時間を勤務時間の途中におかなければならない。

１日の勤務時間が６時間を超え７時間45分以下の場合において、職員の健康及び福祉に重大な影響を及ぼすときは、人事委員会規則の定めるところにより、同項の休憩時間を45分以上１時間未満とすることができる。

　②　休憩時間の付与時限
国家公務員は人事院規則15-14により、「おおむね毎４時間の連続する正規の勤務時間の後に置くこと」と休憩時間を置くように規定されている。　

　※　資料　人事院規則15-14等参照のこと。

３．休息時間

（１）休息時間の定義

労働基準法には定めはないが、一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し、職務能率の増進を図ることを目的として、正規の勤務時間中に付与される。→　手休めの時間

　①　正規の勤務時間の一部

　②　職務に支障が無い限りにおいて付与されるもの

　③　付与されなかった場合には繰り越しされることはない

（２）休息時間の付与制限

　　休息時間を勤務時間の始め又は終わりにおいてはならない。

　※　資料　人事院規則15-14等参照のこと。

４．宿日直勤務

（１）宿日直勤務の定義

　①　断続的労働の一種であり、労働基準法に定める労働時間、休憩および休日に関する規定は適用されないこととなる。

②　宿日直勤務には、休憩・休息時間の割り振りは必要なく、宿日直勤務の時間も１日８時間（７時間45分）の制約を受けるものではない。

（２）宿日直勤務の許可と手続き

　　職員に宿日直を行わせるには、所定の様式をもって監督機関の許可を受けなければならない。

　　※　監督機関　　労働基準監督署長、人事委員会および市町村長（人事委員会のない団体）

　　　　　　　　　　事業の種類により監督機関が異なる。

　①　勤務の態様

　　　常態として、ほとんど労働をする必要のない勤務を認めるもの。

　　　定時的巡視、緊急の文書・電話の収受、非常事態に備えての待機などを目的とするものに限って許可をする。

　②　宿日直手当

　　　それぞれの勤務１回の最低額は、宿直・日直の勤務に就くことの予定されている同種の労働者に対して支払われている賃金の１人１日平均額の３分の１以上。

　③　宿日直の回数

　　　宿直勤務については週１回、日直勤務については月１回を限度。

　　※　病院の医師・看護師等、社会福祉施設における許可基準がそれぞれあることに留意。

（３）対象職員と服務

　①　対象職員

　　宿日直勤務は、誰でもこなし得るものであり、特定の範囲の職員を限定するような基準は存在しない。

　　＜宿日直勤務の対象としていない職員の例＞

　　・　育児休暇（時間）取得中の職員、妊産婦

　　・　18歳未満の年少者

　　・　単労職員（技能労務職員）

　　・　健康上の理由で職日直勤務に適さないと認められている者

　　・　新規採用者で業務に習熟していると認められる者

　②　宿日直勤務の種類、施設整備と服務

ア）宿日直勤務の種類

　　　　退庁時から翌日の開庁時まで（宿直勤務）

　　　　週休日・休日の平日の執務時間に相当する時間帯（日直勤務）

イ）宿日直勤務と服務

　　　　所定の様式による割り当てのほか、管理職員の命令が必要。

　　　　緊急事態が生じた場合は通常の意思能力のある常態でなければならない。

　　　※　本来業務に従事した場合は宿日直手当と時間外勤務手当の併給

ウ）宿日直勤務と施設

　　　　宿日直施設の設備が整っている必要がある。

　　　労働安全面　　のぞき窓、チェーン施錠、非常ベル、インターフォンの設置

　　　労働衛生面　　良好な通風・採光・温度の保持、布団・寝具等の清潔、冷暖房装置

　　　職員の福利面　テレビなどの娯楽施設の整備　

　　　※　非常用のランプ、携帯ラジオ、非常用飲料水、医薬品などは業務執行上必要。

５．時間外（超過）勤務

（１）時間外（超過）勤務の定義

　　正規の勤務時間外（正規の勤務時間の開始前及び終了後並びに休憩時間中）または週休日に、任命権者から特に命ぜられて行う勤務で、宿日直勤務に該当しない勤務

　①　時間外（超過）勤務の原則的禁止

　　　労働基準法においては、一定の事由がある場合に限り、超過勤務をさせることができるとされている。

　②　時間外（超過）勤務の性質

　　　正規の勤務時間外に行う勤務という意味で例外的な勤務。処理する業務が経常的な業務に比較して予想外の業務である点において臨時的な勤務。

③　法内超勤と法外超勤
　　ア）労働基準法に定める法定労働時間を超える勤務（＝法外超勤）

　　イ）正規の勤務時間を超えるが、労働基準法の法定時間を超えない勤務（＝法内超勤）

（２）時間外（超過）勤務を命ずることのできる場合の基準

　　労働基準法上、超過勤務を命ずることのできるときは

　①　災害その他避けることができない事由によって、臨時の必要がある場合（33条1項）

　②　公務のために臨時の必要がある場合（33条3項）

　③　職員団体等との間で書面による協定を締結し、監督機関へ届け出している場合（36条）

　　　※　③を３６協定と呼んでいる。

（３）時間外（超過）勤務と適正管理

　　正規の勤務時間内の勤務時間管理が適正に行われているかどうかが問題。

　　恒常的に超過勤務が予想される場合には、管理職員は、職務内容の再点検と再配分、人員配置の適正化、正規の勤務時間の割り振りの再検討等の必要な措置を速やかに取らなければならない。

①　時間外（超過）勤務命令と命令権者

　　超過勤務を命令する権限は管理職員（課長）に与えられている。

　　職員に対して超過勤務命令発するにあたっては、権限に基づいて命令しているという自覚と命令の結果に対する責任を自覚し、真にやむを得ない場合に限り超過勤務命令を行わなくてはならない（＝管理職責任）。

　②　時間外（超過）勤務命令の原則

　　ア）事前命令・事後確認の原則

　　　必ず事前に命令し、事後においては勤務状況を確認しなければならない。

　　　※　命令を受けずに行った勤務は、超過勤務としては扱わなくとも差し支えない。

　　　事後の確認は命じた内容に応じた業務がなされたかどうか、命令された時間どおりに勤務したか否かを確認しなければならない。

　　イ）個別命令の原則

　　　個々の職員に対し、その必要の都度命令しなければならない。

　　　※　超過勤務の命令は、開始時刻の４時間前くらいまでには行う必要があり、週休日及び休日に勤務を命ずる場合には、遅くとも７日前くらいまでには命令しておく必要がある。

　③　時間外（超過）勤務の割増賃金
（例）北海道の時間外手当の単価の算出方法（現行）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　12月

１時間当たりの給与＝

　　　　　※　18日は祝日の数であるため、年によっては変動があり得る

【時間外勤務手当の割増率】

	
	平日
	平日深夜
	週休日
	週休日深夜

	60時間以内
	125/100
	150/100
	135/100
	160/100

	60時間超
	150/100
	175/100
	150/100
	175/100


注）深夜は22時～5時まで

（４）時間外（超過）勤務月60時間超の取扱いについて
　別紙「時間外（超過）勤務月60時間超の取扱いについて」参照のこと
６．休日

（１）休日の定義

　休日は勤務時間、休暇等に関する法律で「休日」とされた結果、任命権者の特別の勤務命令がない限り、その日には勤務する必要がない日。

休日には正規の勤務時間が割り振られているものであり、給与上の取扱いも「職員には正規の勤務日が休日に当たっても正規の給与を支給する」

　①　休日の種類

　　ア）祝日法に定める休日

　　イ）年末年始の休日

　　ウ）その他の休日

　　　　特別の事情の存する日または国の行事が行われる日（で人事委員会の定める日）

　　　　「昭和天皇の大喪の礼」など

（２）休日の取扱いにあたっての基本的な考え方

　①　週休日の割り振りにあたっては、休日と重ならないようにする。

　②　休日には、原則として職員に対し勤務を命じない。

　③　休日に勤務を命じた場合は、休日の代休日を付与すべき。

（３）休日と週休日が重なるときの取扱い

　①　休日が週休日にあたるときは、その日は週休日とする。

　②　休日の振り替え

　　　※　休日は原則として、当該週休日の直後の正規の勤務時間が割り振られている日に振り替える。年末・年始の休日については、一定の期間に措置されているものなので、他の日に休日を振り替える必要はない。

　③　土曜日の週休日が休日にあたるときは、別に休日を設けない。

＜例－2014年５月のカレンダー＞
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　◎　祝日　　●　４日の日曜日に祝日が重なったため、休日が移行した日

３日の土曜日は、別に休日は設けない。

（４）休日の勤務と代休日および休日勤務手当（休日給）
　①　休日勤務の性格と勤務命令
　　ア）休日の勤務命令については、超過勤務と同様の考え方に従って行われるのが適当。

　　イ）ただし、休日における勤務時間は、あらかじめ割り振られている正規の勤務時間のこととされており、たとえ、勤務した時間数は同じであっても、始業・終業の時刻が異なれば「休日の全勤務時間を勤務した」ことにはならないとされている。

　　ウ）休日に勤務を命ずるにあたっては、職員の事情をよく承知した上で命令し、命令された職員から、やむを得ない事情により、休日の勤務から除外してほしい旨の申し出があった場合、それを妥当と認める時には休日勤務命令自体を取り消すことが好ましい。

　②　休日の代休日
休日は休日として勤務し、要勤務日である他の日に代休日を指定して、その日の勤務を免除する制度。

　　ア）休日の代休日の指定は休日勤務を命令する際にあらかじめ行わなければならない。

　　イ）休日の代休日を指定する期間

　　　　勤務することとなった休日から８週間後までの期間

　　ウ）代休日の指定

　　　　あらかじめ割り振られていた勤務時間の全部、またはその時間数を超えて勤務した場合に、同一の正規の勤務時間を割り振られた他の日を代休日の対象とする。

　③　休日勤務手当について

　　休日に勤務したときに休日の代休日を指定しない場合は、休日勤務手当が支給される。

　　※　資料　「休日勤務手当（休日給）の支給に係る解説」を参照のこと。

７．週休日の振替と休日の代休日の指定例

　　※　資料　「週休日の振替等及び休日の代休日の指定」参照のこと。

　　※　資料　「週休日の振替等及び代休日の指定と時間外勤務手当等との対応例」、「年末年始の休日に係る週休日の振替等及び代休日の指定と時間外勤務手当等との対応」を参照のこと。

※週休日を振り替えた結果、当該週の勤務時間は38時間45分なので割り増し賃金は支払う必要はない。





給料の月額＋


給料の差額＋


給料の月額に対する地域手当の額＋　


給料の月額に対する特地勤務手当（準ずる手当）の月額＋


初任給調整手当の月額＋


月額性の特殊勤務手当





（38.75時間×52週）－（7時間45分×18日）
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